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要　　約

本稿では,組織間関係維持に関する既関連研究の調査・検討を行い,分析枠組の考察を試み

る.今後,コンピューター産業という環境不確実性の高い分野において実証的な視点から検討

を進めていくにあたり,売り手と買い手の情報格差のパワーに注目する。そのため,多くの既

関連研究のなかから,関係性マーケテイング,チャネル管理におけるパワー理論,そして情報

処理パラダイムについての検討を進め,分析枠組の考察を行うとともに,今後の課題について
述べる。

キーワード:関係性マーケテイング,パワー理論,情報処理パラダイム,情報と専門性のパ
ワー,情報格差

1.はじめに

組織間関係を維持していくための有効的且つ効

率的な施策に共通性はありうるのだろうか。本研

究の問題意識は,環境不確実性が高く,絶えず売

り手組織(以下:売り手)の切り替えが発生する

コンピューター産業において買い手組織(以下:

買い手)との関係を維持し続けるための議論の過

程から発生したものである。

この間題意識には,現状の2つの背景がある。

まず1つには, 2000年代に入り多くの市場が成熟

化し,顧客の拡大が望めない状況において,売り

手は新しい買い手を捜すことから既存の買い手と

の関係を維持することに主眼が移ってきたことが

あげられる。他方,現在では関係維持の手法とし

て関係性マーケテイングの検討が盛んであるが,

そのなかでもワン・トウ・ワン・マーケテイング

などの顧客識別,個別対応による顧客満足の獲得

をパワーとした買い手との関係維持の施策が中心

である。しかし買い手との対話による顕在的ニー

ズ情報への回答に主眼を置きすぎているが故に,

対応が常軌化・制度化になり易く,他の売り手の

イノベ-ティプな提案に駆逐されるケースが多々

見られる。それを避けるた桝こは買い手情報と売

り手群の持つ情報を掛け合わせて情報処理を行う

ことが重要であると考えるとともに,この情報処

理の結果と,買い手の持つ情報との格差が組織間

関係を維持し続けるパワーとなるのではないかと

仮定した。

本稿は,上記の仮定を実証的な視点から調査・

検証していくにあたり,まずは先行的な理論を調

査・整理し,研究を進める上での前提となる分析

枠組を作成することが目的である。

まず関係性マーケテイングについての整理を行

う。その後,チャネル管理に契機を発したパワー

理論を整理する。そしてそのパワー理論の中の

「情報と専門性のパワー」を生み出すための情報

処理についての研究を纏め,本研究なりの分析枠

組を作成するり。

1)本研究で想定しているr組織」はr企業」とはぼ同義

である。既関連研究については,買い手が組粒である場
合と個人である場合の区別無く調査.検討を行っている

那,少なくとも組織間関係の維持に応用可能な知見を
扱っていると考えているb
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2.マーケテイングにおける関係性パラダ

イムに至るまでの発展

マーケテイングにおける主要パラダイムとして

は,主に刺激一反応パラダイム,交換パラダイ

ム,関係性パラダイムの3つの取引パラダイムが

確認できる。刺激一反応パラダイムとは,買い手

をブラックボックスと考え,そこにインプットさ

れる刺激と反応との関係を分析するものである。

それに対し交換パラダイムは,まず買い手の信ず

る価値を探り,それを価値の総体に仕立て上げ提

供する取引様式のはうが取引の継続性は高まると

考え,売り手と買い手の相互同意型の交換を行う

ものである(石井・鴫口, 1987).そして関係性

パラダイムは,従来の交換パラダイムが基本的に

単発合理型の取引交換によって価値を高めるのに

対し,その基本枠を残しながらも,より長期的・

継続的な取引関係という視点から,時に短期の単

発不合理な交換をも容認し長期的な相互ベネ

フィットと持続的成長をめざそうとするものであ

る(石井・鴫口1987;鴫口, 1994).

これまで述べた3つの主要パラダイムは,その

取引を取り巻く環境状況によって妥当性が高いか

否かとしてとらえられる認識枠組だといえる。た

とえば売り手のほうが買い手に比べ,はるかに情

報知識を多く有している業界では刺激一反応パラ

ダイムが妥当であったり,売り手が買い手の価値

(ニーズ)を常にとらえられるときには交換パラ

ダイムが適していたりする。しかし,現代のマー

ケテイング環境は,大きな流れとしては刺激一反

応パラダイムから交換パラダイムへ,さらに交換

パラダイムから関係性パラダイムへとしだいに取

引パラダイムをシフトしつつあるO　その理由とし

て,石井・鴫口は以下の6点を指摘している。

「①単一製品から多種類の製品を提供する企業

が増えた。

(参高度化しシステム化した商品が増えた。

③情報技術が高度化し取引関連コストが低下

した。

④製品のライフサイクルが短くなった。

⑤買い手と売り手の境界が唆味になってきた。

⑥サービス商品が増大してきた。」

(石井・鴫口1987, p.16-17)

このような状況への対応として,まず買い手た

る市場に向けて良好な関係をつくりながら,取引

の維持・促進・強化をめざすことが必要である。

それゆえ,企業が目指す存続・成長のベースとし

ての取引関係が蛮祝されるようになっていったの

である。

3.関係性マーケテイングの研究成果

(I)関係性パラダイムに則ったマーケテイングの

呼称について

関係性パラダイムの考え方に則ったマーケテイ

ング手法には様々な呼称がある。代表的な呼称と

しては, 「Relationship marketing (関係性マー

ケテイング)」 (Berry, 1983)がある。その他に

は, 「one to one marketing」 (Peppers-Rogers,

1993) 「Database marketing」 (Vavara, 1992)

「Maximarketing」 (Rapp=Collins, 1996) 「Mass

Customization」 (Pine, 1993) 「Segment of one

marketing」 (Winger-Edelman, 1989)等があ

る。表現や視点こそ様々であるが,これらは全て

顧客維持重視のマーケテイングに他ならないO　こ

れらのマーケテイング手法が脚光を浴びるように

なった背景には,顧客の購買行動の変化に加え,

1980年代において顧客満足度の維持,カスタ

マー・リテンションの向上が業績に直結するとの

研究・実証が進んだこと,さらには情報技術(IT:

Information Technology)の進展により,個

人情報のデータベース化とその活用が急速に進ん

だことがあげられる。本研究では,これらのマー

ケテイング手法のエッセンスを総称して「関係性

マーケテイング」と呼ぶことにする。

(2)近年の関係性マーケテイング研究における

潮流

関係性マーケテイングは, 1990年代以降各国の

研究者による研究により,現在では特定財,特定

分野に限定されない,より一般化されたマーケ

テイング・アプローチとして広く認識されるまで

になっている。現在,関係性マーケテイング研究

は,米国をはじめ,英国,スウェーデン,フィン

ランド,オーストラリアなど多様な国,地域にお

いて展開されている。その中でも特に意欲的に進

めているグループとして藤岡　　　　は,北米の

研究者を中心として構成される北米グループ,英

国のクランフィールド大学の研究者によって構成

されるクランフィールドグループ,フィンランド
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やスウェーデンなど北欧の研究者によって構成さ

れる北欧グループ,そして北米,特にシリコンバ

レーのコンピューター関連企業のコンサルタント

達によって構成されているワン・トウ・ワン・

マーケテイング・グループの4つをあげている。

本研究では,北米グループ,クランフィールド

グループ,北欧グループの3つのサービス・マー

ケテイングを強く意識したグループの中から,特

に企業の特性を念頭に置き,産業財のマーケテイ

ングおよび購買活動を検討している北欧グループ,

そして売り手・買い手ともに情報システム構築の

必要性を強調し,実際の適応事例もコンピュー

ター産業に多く見られるワン・トウ・ワン・マー

ケテイング・グループの2グループの研究成果を

中心に取り上げ,検討を進めていくこととする。

4.北欧グループとワン・トウ・ワン・

マーケテイング・グループの研究成果

の整理

(1)北欧グループのマーケテイング・プロセス

Ford (1998)の研究成果をもとに, IMPグルー

プにおけるマーケテイング・プロセスの整理を行

うIMPグループは,ヨーロッパにおける産業

財マーケテイングおよび購買活動の解明をテーマ

に, 1976年にスタートした国際研究プロジェクト

であるIMPグループは,これまで考慮されて

いなかった産業財市場における重要な要素とし

て, 「売り手企業だけでなく買い手企業も市場に

おける積極的な関与者であること」 「両者の関係

は長期的で密接であること」 「関係は制度化され

相互依存的であること」 「両者の取引関係は周期

的,継続的供給,相互の評価によって形成される

こと」の4点をあげている。これらの内容をもと

に提示したのが相互作用モデルである。これは,

関与する主体(売り手および買い手企業), 2つ

の主体間の相互作用によって創り出される状況,

それを取り巻く環境,そして相互作用プロセスの

4つの要素から成る。売り手と買い手の相互作用

関係は,提供される製品/サービス,情報,財務

的支援などの短期的取引と,技術的適応や制度化

などの長期的関係構築によって形成されるとする。

Fordは,ビジネス・マーケットにおける売り

手・買い手問のリレーションシップの発展を「プ

レ・リレーションシップ段階」 「探索段階」 「進展
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段階」 「安定段階」という段階別に説明してい

る。そして安定段階に入るこ七の問題点として,

常軌化によりリレーションシップは低コストで面

倒なく運営されるようになるが,次第に常軌的活

動そのものには疑問を差し挟むことがなされなく

なるという点を指摘し,この常軌化が固定される

プロセスを「制度化」と呼んでいる。リレーショ

ンシップにおいて一方の企業が制度化へと落ち込

みコミットメントを欠いてしまうと,相手企業の

変化するニーズにもはや対応していけなくなる。

このことは,リレーションシップがプレ・リレー

ションシップ段階へと戻っていくきっかけともな

る。上記のリレーションシップの発展を図示する

と, 【図1】のようになる。

出典: Ford (1998) p.30の図表を筆者が加筆修正

図1　ビジネス・マーケットにおける

リL/-シヨンシップの発展

Fordは,企業が自身の資源を利用し,相手企

業の資源を活性化させ自分のため役立てることが

できるのはリレーションシップを通じてであると

指摘し,上記リレーションシップの発展には,リ

レーションシップ・ネットワークが必要なことを

強調している。そして企業・機関が他の企業群と

つながりを持つときの形態であるネットワーク・

ポジションについては,企業が周囲を取り囲む企

業群とどのように相対するかを左右する1つの資

源であり,企業の優位性の源泉ともなるものであ

ると述べており,リレーションシップ・ネット

ワークとポジションの重要性を指摘している。

ネットワーク・ポジションを図示すると, 【図2】

のようになる。

(2)ワン・トウ・ワン・マーケテイング・グルー

プのマーケテイング・プロセス

ワン・トウ・ワン・マーケテイングは7つの

キーワードに分け説明されている。それは, 「顧



・行為主体の
結び付き

・活動リンク
・資源結合

出典: Ford (1998) p.52

図2　企業のネットワーク・ポジション

客シェア」 「顧客差別化」 「カスタマイゼ-シヨ

ン」 「学習関係(Learning Relationship)」 「顧客

マネジャー」 「限界効用逓増の法則」 「生涯価値

(LTV : Life-Time Value)」である2)0

市場シェアとは,商品の出荷台数,あるいは市

場稼動台数の相対的な割合であるのに対し, 「顧

客シェア」とは一人の顧客が購入した製品のうち

自社製品を購入した割合である。ワン・トウ・ワ

ン・マーケテイングの目標は顧客シェアを獲得す

ることであり,顧客シェアを達成するためには,

顧客を一対一で知ることが必要である。ワン・

トウ・ワン・マーケテイングは,顧客は一人一人

違うという原点に立ち,顧客を差別化する。一人

一人の顧客の生涯価値はみな同じではないという

のが顧客シェア戦略の基本的原則であり,ある顧

客を他の顧客より価値ある存在とみなす「顧客の

差別化」が存在している。

顧客を差別化するためには,顧客一人一人を別

人として認識するだけでなく,商品やサービスを

それぞれの好みに合わせて個別提供すること,す

なわちカスタマイズすることが畠要である。しか

し実際に一人一人のニーズに適合させるために,

顧客の数だけ商品やサービスを準備するのは不可

能である。そこで商品を各モジュールから構成さ

れるように設計し,顧客に提供する最終段階で組

み合わせる。この方法により顧客は商品を自由に

選択することが可能となる。この方法を「カスタ

マイゼ-シヨン」と呼ぶ。

カスタマイゼ-ションを行うには,顧客のニー

ズを知らなくてはならない。それには顧客との対

話が不可欠である。ワン・トウ・ワン・マ-ケ

2)ワン・トウ・ワン・マーケテイング協議会ホームペー

ジ内「7つのキーワードで理解するワン・トウ・ワン・

マーケテイング」 http://www.imi.ne.jp/mbi/one/wakaru.

htm

テイングの追求にともなって顧客と企業の間に成

立するこのような関係を「学習関係」と呼ぶ。学

習関係を結ぶには,顧客との対話に責任をもつ人

や組織が必要になる。これが「顧客マネジャー」

である。対話により成立した学習関係を基に次の

注文を獲得しようとする。そのため顧客から次の

注文をもらう時,つまり顧客シェアを広げるため

に必要となる追加費用は徐々に少なくなる。これ

がワン・トウ・ワン・マーケテイングにおける

「限界効用逓増の法則」である。

ワン・トウ・ワン・マーケテイングにおける

「生涯価値(LTV)」とは,顧客が一生涯の間に或

る分野の商品やサービスに使うであろう金額の合

計である。ワン・トウ・ワン・マーケテイングは,

顧客と長期安定的な関係を築く目的を持った手法

であり,目先の1回の購入額ではなく, LTVを

前提とした商売が必要となる(Peppers-Rogers,

1993

これらワン・トウ・ワン・マーケテイングの内

容を図示すると【図3】のようになる。

出典: Peppers = Rogers (1993)より筆者作成
DB: database

FSP: Frequent Shoppers Program

図3　ワン・トウ・ワン・マーケテイング・
プロセス・モデル

5.関係性マーケテイング・プロセス・

モデルの設定

北欧グループとワン・トウ・ワン・マーケテイ

ング・グループの研究成果を基に,本研究におけ

る関係性マーケテイング・プロセス・モデルを検
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討する。

2つの理論に共通する内容としては, 「既に客

が存在している状況から始まること」 「売り手と

買い手における対話・議論,そして互いの学習が

重要である点を強調していること」 「相互学習が

進み,信頼が培われることにより,売り手・買い

手互いの不確実性は低減され,双方に大きな利点

をもたらす」という主に3つである。つまり相互

学習による互いの信頼関係の構築,情報共有,そ

してその情報を基にした個別の顧客適応した提案

が売り手の親争優位になると共に,他社の参入障

壁となるという考え方である。

IMPグループに主に見られる特色としては,

リレーションシップを通じて自身の資源は他の企

業の資源と結びついて活性化されるという主張が

ある。そして,他企業との結びつきのためには

ネットワークの構築が必要であり,また構築され

たネットワークは, 1つの資源となり,企業の優

位性の源泉となると主張し,売り手一買い手の相

互作用から両者の関係を埋め込んだネットワーク

アプローチへ移行していった。このIMPグルー

プの研究について南(2005)は, 「サプライヤー

とメーカーという関係が焦点となる企業間に経済

的,社会的,技術的な側面を持った関係性がビジ

ネスにおいて機能していることの発見に成果があ

る」 (南　2005, p.20)と指摘している。

ワン・トウ・ワン・マーケテイングに主に見ら

れる特色は,情報技術が必須であることの主張で

ある。既存顧客の整理, LTVの算出,カスタマ

イズされた製品・サービスの提供,顧客価値の再

評価に至るマーケテイング・プロセスにおいて情

報技術は不可欠であることを主張している。この

主張の背景としては,コンピューターやネット

ワークにかかる費用が安くなったことがある。一

人一人の顧客とコミュニケーションを図りながら

ニーズやウォンツを把捉し,個別にカスタマイズ

された商品やサービスを大豆に提供することが可

能となったことが,この手法を現実的なものにし

てきた。

これらを基に,本研究における関係性マーケ

テイング・プロセス・モデルを【図4】のように

設定する。

本研究におけるモデルは,既に買い手が存在し

ている状況から始まる。これまでの取引経験から

分析を行い,全ての買い手の中から重要な買い手

を抽出する(図41①)。抽出した重要な買い手に

対しては,強い現状維持傾向を表明する(図4-

②)。強い現状維持傾向とは,重要な買い手に対

し,これまで通りかそれ以上の取引を将来に渡り

継続して行うことを望むことであり,具体的には

製品の顧客適応(カスタマイズなど)や長期取引

に対するインセンティブ(値引きなど)により買

い手に長期取引による利便性の提供を行い,更に

継続取引を入手しようとする働きかけがこれに当

たる。また互いの組織の人間関係構築なども当て

はまるであろう。

互いに適応を行い,継続取引による利点の拡大

を図るため,相互学習を行っていく。売り手は買

い手に対する学習を進めることで,より買い手へ

の適応度を増した製品・サービ夫を生み出し,更

に買い手へめ利便の向上を図る。買い手も売り手

に個別情報の提供を行うことで,より顧客適応し

出輿:筆者作成

図4　本研究における関係性マーケテイング・プロセス・モデル
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た製品・サービスを生み出すことを促す。これら

売り手一買い手の行動により,買い手は自らに適

応された製品・サービスが入手できるという点,

そして売り手は買い手に適応することによる継続

取引の入手という,互いの利点を獲得することが

できる(図41③④⑤)0

いったん継続取引を獲得した売り手は,顧客適

応した製品・サービス・取引様式などを常軌化・

制度化し,更に継続取引を入手しようとする(図

41⑥)。環境不確実性の低い製品・サービスであ

れば,常軌化・制度化に向かうことが多い。逆に

環境不確実性が高く技術革新など変化の速い業界

の製品・サービスの場合は,常軌化・制度化にな

りにくい。その場合,売り手はこれまで相互学習

から得られた個別情報に売り手企業群による外部

情報を加え,情報処理を行うことで更なるカスタ

マイズされた提案を行う必要がある(図4-⑳③)0

この外部情報を加えた情報処理によるカスタマイ

ズ提案を怠り,安易な常軌化・制度化に向かう

と,他の売り手によるイノベ-ティプな提案に駆

逐される可能性が高くなる。しかし,関係性を構

築した売り手が既に獲得している買い手情報も含

めた情報処理の結果において提案活動を行うこと

で,他売り手の参入を防ぎ,更に継続取引を入手

することができる。以上を本研究における関係性

マーケテイング・プロセス・モデルとする。

6.情報のパワーと情報処理パラダイムに

ついての検討

関係性マーケテイングは,既買い手との対話・

相互学習により買い手のニーズを引き出し,それ

に対応したカスタマイズされた提案(製品・サー

ビス)によって継続取引を入手していく。しかし

石井(1993)は,産業財マーケテイングでは産業

財顧客のニーズは自明なものではないと述べ,組

織間関係の維持において,買い手のニーズの入手

と対応を主とする関係性マーケテイングの限界を

指摘している。また和田(1998)は, 「メーカーは

流通業者に対して圧倒的に優位な技術力や製品開

発力を持つがゆえに,流通業者あるいは生活者に

対して情報格差を保持し,情報を与えることに

よって流通業者や生活者をリードしてきた」 (和田,

1998, p.lll)と述べ,情報と専門性のパワーの

有効性を主眼するも,そのパワーは以前に比べ格

段に少なくなったと指摘している。情報と専門性

のパワーを発生させる情報格差の縮小した理由に

ついて, 「第一の理由は,流通業者や生活者が賢

くなってきたということ。 (中略)情報格差が縮

小した第二の理由は,今日の状況の下では製品情

報そのものよりも生活関連情報のほうが個々の製

品領域において重要になってきたということ」

(和田1998, p.lll)と述べている。他方,昨今

ではコンピューターなどによる情報化が進み,

様々な情報がオープンに共有されるようになって

きた。そのことが,売り手と買い手との情報格差

を減少させ,売り手切り替えにおけるスイッチン

グ・コストを減少させるという結果を招いてい

る。今後,更に情報化は進展すると予想されるこ

とから,売り手は自社の情報をオープンに発信し

つつ,買い手との関係を維持し続けるという,情

報化時代に対応した新しい関係維持の枠組を検討

することに迫られている。これは以前にも増して

環境不確実性の高い状況を鑑みての,情報格差を

生み出すマーケテイング施策を検討しなければな

らないことを示唆している。

本章ではチャネル管理から契機を発した情報と

専門性のパワーに至る理論と,情報格差を生み出

す情報処理パラダイムの考え方について検討する。

(1)チャネル論の進展について

チャネル論は, Duncan (1922)などによる伝

統的チャネル論にその起源が見られる。それによ

ると, Duncanは「消費者への直接販売」 「小売

業者への直接販売」 「卸売業者への販売」という

流通チャネルの3つの基本型を示している。また

Duncanは,チャネル構造選択論を提唱している

が,それはチャネルのタイプを選択するときの基

準についてであり,その基準としてr製品特性」

「経営の規模」 「市場の大きさと特性(娩争)」 「財

政状態」 「消費者へのサービス」 「信用」をあげてい

る。このチャネル構造選択論についてCopeland

(1924)は,チャネルタイプの選択について特に

流通される製品の特性が重要な基準となることを

指摘している。その後, Ridgeway (1957)に

よって,チャネル拡張組織論が提唱された。これ

は流通チャネル管理において,対立よりも協調が

勝るための諸条件について検討されたものであ

る。これによるとチャネル管理の問題は,組織内
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部の管理の延長線上に理解でき,その結果として

経営組織論あるいは経営管理論に例外はあるもの

の,原則的に応用できるのではないかと述べ,す

でに内部組織化したシステムをどのように設計す

るかというチャネル管理の最重要課題を指摘し

た。

これらの内容を受け,風呂(1963, 1965, 1968),

荒川(1965),田村(1965)などにより,チャネ

ル交渉論の考え方が示される。これはチャネルの

構築・維持は,チャネル構成組織間の継続的な交

渉の過程であると見なす見方を強調するものであ

り,同時にチャネル交渉のパラドックスを指摘し

ている。これは,製造業者は1つの政策目標とし

て有能な流通業者を自身のチャネルに組み込もう

とするのは当然であるが,その分この有能な流通

業者への販売依存度を高めることとなり,この流

通業者は交渉力を高め,この製造業者は交渉力を

弱めることとなるという内容である。

しかしこのチャネル交渉論の限界について,

森下(1969)は次のように指摘している。チャネ

ルが市場取引と組織過程の両方をその中に含んで

いることから,製造業者と流通業者というチャネ

ル構成組織間の関係は継続的な交渉にならざるを

得ないが,そのことの結果としてチャネルは不安

定化要素を内在させることになり,このシステム

を管理しようとする製造業者にとって管理の困難

を引き起こす契機となる。それではなぜ特定の製

造業者にかぎってチャネル管理が可能となるのか

という点についての検討のために,チャネル交渉

を規定する構造的要因を解明する必要があると指

摘した。そしてStern (1969)が,社会システム

論としての流通チャネル管理の問題と称して,

チャネル・システム論の考え方を示す　Stern

(1969)は,チャネルは共通目的を達成するため

に相互に行為する構成要素の集合であり,経済シ

ステムがその一部であるような社会システムとし

て認識されると指摘している。このチャネル・シ

ステム論の問題点として,石原(1973)や米谷

(1974)は大きく2点の課題を指摘した。 1つは,

システム内の対立の発生プロセスとそれを制御す

る戦略を明らかにすること,そしてもう1つは,

他の組織の戦略的な意思決定変数を統制し,望ま

しい方向へと誘導するリーダーシップが存在して

いるかどうか,というZ点であるb

パワーによる対立制御について, Ridgewayは,

対立の発生と制御の過程にパワー構造が強く関連

していることを強調している。パワーの行使ある

いは他組織の行動の統制は対立を引き起こす1つ

の原因となる。他方,パワーは構成組織間の対立

を制御する手段でもあると述べている。これらの

課題にあるシステム内の対立と他組織の統制につ

いての見解として, Stern (1969「はパワー資源

の5つのタイプを示した。この5つのタイプとは,

「報酬のパワー資源」 「制裁のパワー資源」 「情報

と専門性のパワー資源」 「正当性のパワー資源」

「一体化のパワー資源」である。これについて

石原(1981)は,報酬と制裁のパワー資源の有効

性が高いのではないかとの見解を述べた。チャネ

ルの構成組織間のパワー格差あるいは系列・支配

の関係は,両者の依存的な状態に左右される。

石原(1981)は,組織間の依存度を,具体的な測

皮,つまり製造業者にとっては販売業者への販売

依荏度,販売業者にとっては製造業者への仕入依

存度でとらえようとした。チャネルのパワー構造

が,市場取引関係のなかで集約的に表現される販

売依存度と仕入依存度によって決まってくるであ

ろうという前提において,この依存度の概念は制

裁のパワー資源に該当するであろうというのが

石原(1981)の主張である。つまり,チャネル・

システムにおける組織間の関係は,専門的知識,

正当性　一体化といった非経済的(社会的)パ

ワー資源によってその関係が強化されるものでは

ない。システムのリーダーの命令あるいは依頼に

同調するかどうかについては,非経済的要因,例

えば伝統の遵守,リーダーの持つ専門性の認知,

文化的規範の受容,集団内の圧力などにより,経

済的要因,リーダーの持つ経済的資源にもとづく

報酬と制裁に依拠しているのではないかというこ

とが強調されている。

この報酬と制裁のパワー資源の有効性が高いと

する見解に対し, Stern (1977)などにより,悼

報と専門性のパワー資源の有効性が高いとする次

のような指摘がなされた　Stern (1977)は,級

織間対立発生の状況について,他のチャネル構成

組織が当該組織の目標達成を妨害し,阻止する行

動を行っているとその組織が認識する状況である

と定義づけた。対立発生のプロセスについて

Stern (1977)は,目標の違い,役割・領分に閑
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する不一致は現実についての認知の差異というプ

ロセスを経て発生していくと指摘した。そして対

立制御のためにもっとも有効なパワー資源のlつ

と考えられているものに情報あるいは専門性のパ

ワーがあり,このパワー資源を用いることによっ

て環境から負荷される不確実性を吸収することが

可能になると述べている。

Etgar (1977)は,あらゆる環境に対して唯一

最善のチャネルは存在しないという条件適合理論

を提唱した。これを受け,石井(1983)はチャネ

ル・システム論について以下のように述べた。

チャネル・システム論は流通チャネルを1つのシ

ステムとして捉え,そのシステムの構造的特徴や

行動的プロセスの特徴を説明しようとする1つの

パラダイムである.流通チャネルは,単に組織の

延長あるいは組織に類似したものではなく,複数

組織から構成された組織間関係システムであると

明示的にとらえられる。パワーの問題に関して

は,組織間での一方的依存性ならびにパワー資源

の蓄積によるパワーの発生の問題,パワー資源の

相対的有効性の問題に注目した。組織間の対立の

問題に関しては,組織間対立の発生プロセス,対

立とパワーの関係,そして対立発生プロセスを制

御する戦略の問題が存在する。つまり研究の系譜

から見れば,環境を明示的に組み込んだチャネ

ル・システムの操作の理論,いわば「チャネル・

システム管理の条件適合理論」に向かっていると

指摘した。これを図にすると【図5】のようにな

る。

(2)情報処理パラダイムについての検討

石井(1983)は,流通チャネル・システムを環

組城内対立

○ ■l→ ○ ■l→ ○
対立(コンフリクト)

○ ■l→ ○ ■-→ ○
対立(コンフリクト)

境の状態の変化に伴ってその諸特性を変化させる

「オープン・システム」と明示的にとらえたとき

の問題提起を大きく3つに分けて行った。

・流通チャネル・システムに負荷される情報量の

増大(環境不確実性の増大)は,パワーの発生

のプロセスや対立の発生・制御にどのように影

響を与えるか。

・環境不確実性が増大するに伴って,パワーの発

生に導くパワー諸資源の相対的重要性はどのよ

うに変化するか。

・環境不確実性が増大するに伴って,情報という

パワー資源を利用した不確実性吸収のプロセス

が働くのかどうか。またパワーが発生し対立が

制御されるのかどうか。

そして,環境不確実性一不確実性吸収-パワー

構造の形成という3つの概念間の関係について,

石井(1983)は次のように説明している。チャネ

ル・システム内のパワー構造形成の問題を環境不

確実性と不確実性吸収という枠組みにもとづいて

理解しようとすることは,チャネル・システムを

情報処理の1つの単位としてとらえるという視点

に従うことを意味する。いいかえれば,チャネ

ル・システムに対して環境から負荷されるであろ

う大量かつ多様な情報を処理することができなけ

れば,そして環境から負荷される不確実性に対処

することができなければ,チャネル・リーダーの

地位を確保できないということを意味していると

同時に,当該チャネル・システムとしての統一な

いしは存続さえもおびやかされるだろうという仮

定に従うことを意味している。このような考え方

の体系を「情報処理(あるいは情報プロセシン

グ)パラダイム」と呼ぶことができる。このパラ

- (り報酬のパワー資源

- (a制裁のパワー資源

I- ③情報と専門性のパワー資源

- ④正当性のパワー資源

・- ⑤-体化のパワー資源

全てがいつも同様
に有効ではない
(条件適合理論)

出典:石井(1983)より筆者作成

図5　チャネル・システム管理における条件適合理論

-66-



ダイムを仮定することにより,環境-パワー資源

(とくに情報と専門性のパワー資源) -パワー構

近,の関係についての特命命題を展開することが

可能になる。

ここで述べている情報処理パラダイムの基本前

提について, Galbraith (1973)は以下の通り述

べている。情報処理パラダイムでは,組織ならび

にその環境を1つの統一したイメージでとらえて

いる。そのイメージとは,情報処理単位としての

組織,そしてその組織に情報を負荷する情報の集

合体・発生源としての環境といったものである。

組織と環境をこのようにとらえると同時に,組織

の環境との適合的関係は, 「組織の不確実性対処」

といった視点から説明できるのではないかという

のが情報処理パラダイムの基本前提となる。

Thompson (1967)は,環境不確実性に対処す

るための2つの方法を述べている。

・不確実性を生み出す要因の範関を限定するある

いはその要因不確実性の幅を狭めることによっ

て,不確実性に対処する方法。

・不確実性を生み出す要因の動きを探知し,それ

に対応して組織自体の行動を変えることによっ

て不確実性に対処する方法。

これらは,情報処理活動により不確実性に対処

する方法と言える。また,継起的な交換関係のな

かで組織がその自立性・独立性を維持しうる条件

として,野中(1978)は以下4点をあげている。

・受けた価値あるサービスに対し返礼する(互酬

の維持)0

・必要とする援助を他の供給者から獲得するO

・相手に援助を強制する。

・このような援助なしにやっていける方法を見つ

ける。

これら4つの条件のいずれもが満たされないと

普,組織間に一方的な依存関係が生まれてくるこ

とになり,そこに必然的に組織間にパワー関係が

発生すると指摘している。また,組織が他組織に

依存する条件として,山倉(1993)は「組織の他

組織への依存は, ①他組織が保有しコントロール

している資源の重要性と, ②他組織以外からの資

源の利用可能性(資源の集中度)の関数である」

(山倉1993,p.36)と述べている。石井(1983)

は,情報処理による対立制御の有効性を次のよう

に述べた。流通チャネル・システムのなかで相対

的にすぐれた情報処理能力をもつ組織は,環境か

ら大量に負荷される情報を処理することによっ

て,環境が生み出す不確実性を吸収することがで

きる。この能力は,情報と専門性のパワー資源に

該当する。相対的に高い情報処理能力をもつ組織

は,システム環境から負荷される大量・多様の情

報を処理し,その結果としてその環境を把握し解

釈するための加工情報をつくりだすことができ

る。不確実性吸収のプロセスはそのような加工情

報がそれを生み出した組織とそれ以外の組織とで

交換されるプロセスに他ならない。加工情報がそ

のシステムの環境への適応に役にたつ情報であれ

ばあるほど,その情報を必要とする組織のた糾こ

特別に加工きれた情報であればあるほど,その加

工情報の代替的供給源は少なくなり,その情報を

必要とする組織にとってそれは稀少なものとな

り,高い経済的価値をもつものとなる。加工情報

を受け取る組織は,加工情報の供給組織に依存

(服従)することになる。すなわち両組織で「加

工情報」と「服従」とが交換されるわけである。

この内容を前述したチャネル・システム管理の

条件適合理論に沿って考えると【図6】のように

gra

それを買い手と売り手のダイアディックな関係

に置き換えると【図7】のように示される。

7.組織間関係維持の検討における分析

枠組

関係性マーケテイングは買い手のニーズ情報に

対し,売り手の経営資源を核とした情報処理を行

い,カスタマイズされた加工情報を提供すること

で継続的な取引を得る。これを図示すると【図

8】のように示される。

関係性マーケテイングは,買い手からもたらさ

れる情報負荷量を変数とし,売り手の情報処理活

動によって規定される情報処理畳との間に適合関

係が生じるときに高い経営効果がもたらされると

する。しかし本研究で取り上げるコンピューター

産業は,買い手からの情報負荷量よりも環境から

の情報負荷量のほうが著しく多いため環境不確実

性の高い分野に適合したマーケテイング施策が必

要である。環境不確実性の高い分野の検討におい

ては,買い手情報と環境からもたらされる情報,

そして売り手の経営資源による情報処理活動に
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組輸内対立

○ ■l→ . ○ ト ○
対立(コンフリクト)

○ ◆.→ ○ ■l→ ○
対立(コンフリクト)

ら

- ①報酬のパワー資源

- ②制裁の′(ウ-資源

Ml. MI J.I'i鮎hね-
臣琵Viffii

- ④正当性のパワー資源

- ⑤-t村ヒのパワー資源

環境不確実性が高い状況 :≡司 高い情報処理能力が必要
(不確実性吸収)

出典:石井(1983)より筆者作成

図6　環境不確実性が高い状況でのチャネル・システム管理における条件適合理論

出典:石井(1983)より筆者作成

図7　情報処理パラダイムの観点からの売り手と買い手との関係管理

-ヌ情報

ffiy^

&&MM

環境(技術.市場)

出典:筆者作成

図8　関係性マーケテイングの概念枠組

よって規定される情報処理量と,買い手のニーズ

との間に適合関係が生じるとき,買い手に対し有

効的な加工情報が提供される。そしてその加工情

報に対する買い手の依存から,組織間関係が維持

されるという考えに基づいて分析枠組を提起す

る。これについては,環境不確実性を人為的に拡

大し,それに対処しうる差別的な優位性を持つ情

報処理システムを生み出すという方法によって競

争優位を維持するという戦略も考えうるという,

加護野(1980)の指摘内容も含めて検討する必要

があろう。

また石井(1983)は,マーケテイング活動とは

情報にもとづいたパワーの格差を利用して買い手

との取引関係を有利に展開しようとする活動であ

ると述べている。そのような意味では,売り手,

特に製造業者はその買い手に比べて情報に関して

は圧倒的に有利な位置にあると言える。製造業者

と買い手との間に情報格差が発生するもっとも典

型的な状況は,画期的な新製品が導入された状況

である。画期的な新製品を導入することが情報格

差を創造することは明らかであるが,画期的な新

製品でなくても買い手の既存の「製品の選択にお

ける思考あるいは情報処理の枠組み」を無意味な

ものにできれば,製造業者はその時点で情報に関

して相対的に有利な地位に立つことができる。そ

してこれらの戦略の中で,なぜある戦略が成功
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し,別の戦略が失敗するのかの分析のためには,

環境,組織,経営資源というコンセプトが必要で

あり,これらのコンセプトと戦略がどの程度相互

に適合的であるのかによって,事業単位の業績が

決まってくる。

本研究では,関係性マーケテイングの検討によ

り提示した枠組みに,環境からの情報処理負荷量

の増大という選択的代替案を加え,買い手との関

係維持を図る売り手の意思決定の次元を検討する

こととし,その分析枠組みを【図9】の通り示

す。

訴乱sa&i i.lWmi

出典:筆者作成

図9　本研究における分析枠組

7.おわりに

組織間関係を維持するということは,買い手に

対する統合売り手のなかで絶えず差別化を進め,

自社の選択を促すことである。既買い手をスター

ト地点に考えることで,既売り手にはこれまでの

買い手情報という資源が加わる。これをどのよう

に効果的に利用していくかが関係性マーケテイン

グの議論の中心であるo Lかしこの買い手情報

は,環境不確実性の高い分野においては絶えず有

効に働くばかりではない。本研究では,既関連研

究の調査・検討により,分析枠組の作成を行った

が,この分析枠組は,既買い手との情報格差を維

持し続けることが,組織間関係維持を保証するこ

との可能性を示唆している。また,既買い手との

関係の維持は,新規買い手の獲得にも有効的と考

える。それはワン・トウ・ワン・マーケテイング

における既存研究にもあるように,既優良顧客か

らの紹介,口コミなどのような形で有効的に作用

することが考えられる。

今後,本研究では実証的な視点から調査・検証

を行っていくため,コンピューター産業という環

境不確実性の高い分野を取り上げ,その分野にお

ける組織間関係維持についての検討を進めてい

く。その折の課題としては,まず,情報処理,情

報格差といった概念を明確にする必要があるであ

ろう。その上で情報のパワーの有効性について検

討し,情報格差創出のための情報処理について検

討していくO　そして最後に同様の施策をとる組織

のなかでもその成果に差が出てくるのはどうして

か,成果の高い組織がとる施策に共通点はありう

るのかという問題について検討を進めていきた

い。
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